
宿泊業で活躍できる
在留資格及び
特定技能について

雇用管理アドバイザー
小野麻衣子



宿泊業の近況
新型コロナウイルス感染症の影響から回復！

【2024年】日本人国内旅行消費額の25兆1,175億円
⇒【2019年】比14.5％増と回復

【2030年】訪日外国人旅行者数目標を6,000万人！
⇒外国人材の活用がポイント
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宿泊業の課題
慢性的な人手不足

繁閑期の差や社会情勢
景気の影響を受けやすい業界

⇒宿泊業で働くことができる外国人材の確保
安定した人材確保
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1. 在留資格について
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入管庁より
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●在留カード見本

※注意！
在留カードの記載事項は
「全て個人情報」です。

入管庁より
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2. 宿泊業の在留資格
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宿泊業で働くことが
できる在留資格

技術・人文知識・
国際業務

特定技能技能実習

特定活動(46号)

資格外活動

プレゼンテーションのタイトル
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在留資格
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↑
これらの在留資格の方は

就労制限が無いため
日本人と同様に勤務できます。



・永住者
・日本人の配偶者等
・永住者の配偶者等
・定住者

身分や地位に応じた
在留資格

【居住資格】



日本で行う活動内容に応じた在留資格
【活動資格】

技術・人文知識・
国際業務

本邦の公私の機関との契
約に基づいて行う理学、
工学その他の自然科学
の分野若しくは法律学、
経済学、社会学その他の
人文科学の分野に属す
る技術若しくは知識を要
する業務又は外国の文
化に基盤を有する思考若
しくは感受性を必要とする
業務に従事する活動

特定活動
（46号）

本邦大学等卒業者とし
ての活動を希望する場
合

技能実習

技能実習法の認定を
受けた技能実習計画に
基づいて、講習を受け、
及び技能等に係る業務
に従事する活動

特定技能

法務大臣が指定する本
邦の公私の機関との雇
用に関する契約に基づ
いて行う特定産業分野
であって法務大臣が 指
定するものに属する法
務省令で定める相当程
度の知識又は経験を必
要とする技能を要す る
業務に従事する活動

資格外活動

留学等の在留資格で
在留する外国人の方が、
許可された在留資格に
応じた活動以外に、ア
ルバイトなど、収入を伴
う事業を運営する活動
又は報酬を受ける活動
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テーマ

3. 在留資格各論
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申請人が従事しようとする業務が「本邦の公
私の機関との契約に基づいて行う理学、工
学その他の自然科学の分野若しくは法律学、
経済学、社会学その他の人文科学の分野に
属する技術若しくは知識を要する業務」又は
「外国の文化に基盤を有する思考若しくは感
受性を必要とする業務」でなければなりません。

許可・不許可事例 ⇒ 別紙1を参照
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技術
人文知識
国際業務



【許可事例】

本国において大学の観光学科を卒業した者が、外国人
観光客が多く利用する本邦のホテルとの契約に基づき、
月額約22万円の報酬を受けて、外国語を用いたフロン
ト業務、外国人観光客担当としてのホテル内の施設案
内業務等に従事するもの

【不許可事例】

本邦の専門学校においてホテルサービスやビジネス実務
等を専攻し、専門士の称号を付与された者が、本邦の
ホテルとの契約に基づき、フロント業務を行うとして申請
があったが、提出された資料から採用後最初の２年間
は実務研修として専らレストランでの配膳や客室の清
掃に従事する予定であることが判明したところ、これらの
「技術・人文知識・国際業務」の在留資格には該当し
ない業務が在留期間の大半を占めることとなるため不許
可となったもの
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技術
人文知識
国際業務



(1) 技術・人文知識 ①or②or③

① 関連科目を専攻した大学卒業
② 関連科目を専攻した本邦の専門学校卒業
③ 10年以上の実務経験

(2) 国際業務 ①and②

① 翻訳、通訳、語学指導、広報、宣伝
又は海外取引業務、服飾若しくは室内装飾に係
るデザイン、商品開発業務に従事すること。
②３年以上の実務経験
翻訳、通訳、語学指導は大卒OK
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技術
人文知識
国際業務



本邦大学等卒業者が本邦の公私の機関において、
本邦の大学等（大学、大学院、短期大学、高等専
門学校、短期大学等の専攻科及び認定専修学校
専門課程をいう。以下同じ。）において修得した学修
の成果等のほか、留学生としての経験を通じて得た高
い日本語能力を活用することを要件として、幅広い業
務に従事する活動を認めるものです。

「技術・人文知識・国際業務」の在留資格においては、
一般的なサービス業務や製造業務等が主たる活動と
なるものは認められませんが、本制度においては、上記
諸要件が満たされれば、これらの活動も可能です。

NG ⇒ 独占資格が必要な業務
風俗関係業務
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特定活動
（46号）



（１）学歴について

本邦大学等卒業者に限られます。
外国の大学卒業者及び大学院修了者並びに
認定専修学校専門課程ではない専修学校専
門課程修了者は対象となりません。

（２）日本語能力について

日本語能力試験Ｎ１
ＢＪＴビジネス日本語能力テスト480点以上
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特定活動
（46号）



【許可事例】

ホテルや旅館において、翻訳業務を兼ねた外国語によ
るホームページの開設、更新作業等の広報業務を行う
ものや、外国人客への通訳（案内）を兼ねたベルス
タッフやドアマンとして接客を行うもの（日本人に対する
接客を行うことも可能です。）。

※ 客室の清掃にのみ従事することは認められません。
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特定活動
（46号）



資格外活動
日本に在留する外国人は、入管法に定められた在留資格を
もって在留することとされています。
入管法に定められた在留資格は、就労や留学など日本で行
う活動に応じて許可されるものであるため、その行うことができ
る活動は、それぞれの在留資格に応じて定められています。
したがって、許可された在留資格に応じた活動以外に、収入
を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活動を行おうと
する場合には、あらかじめ資格外活動の許可を受けていなけ
ればなりません。
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資格外活動

留学

家族滞在



技能実習法の認定を受けた技能実習計画に基づいて、
講習を受け、及び技能等に係る業務に従事する活動。技能実習



技能実習制度は、国際貢献のため、開発途上国等の
外国人を日本で一定期間に限り受け入れ、OJTを通じ
て技能を移転する制度。
技能実習生は、入国直後の講習期間以外は、雇用関
係の下、労働関係法令等が適用される。

技能実習



上司の指示を受けて以下の作業等ができる。

利用客の送迎作業
滞在中の接客作業
会場の準備・整備作業
料飲提供作業
利用客の安全確保と衛生管理
安全衛生業務

技能実習1号
宿泊職種

(接客・衛生管理作業)



１号の作業等を主体的にできることに加え、応
用が効いた以下の作業等ができる。チェックイ
ン・チェックアウトの作業は上司の指示を受けて
作業等ができる。

1号の作業
＋

チェックイン・チェックアウトの作業

技能実習2号
宿泊職種

(接客・衛生管理作業)



テーマ

4. 特定技能について
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人手不足が深刻となっていて生産性向上や国内人材確保
のための取組を行ってもなお人材を確保することが困難な状
況にある産業上の分野において、一定の専門性・技能を有
し即戦力となる外国人を受け入れていく仕組みを構築する
ためという制度趣旨で創設されました。

特定技能



法務大臣が指定する本邦の公私の機関との雇用に
関する契約に基づいて行う特定産業分野であって、
法務大臣が指定するものに属する法務省令で定める
相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要す
る業務に従事する活動。

特定技能1号



・特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験を
必要とする技能を要する業務に従事する活動を行う

・技能試験と日本語試験に合格する必要あり
（技能実習２号を良好に修了した場合は免除）

・所属機関または登録支援機関による支援の対象

・原則、家族帯同は不可

・在留できる期間は５年まで

・付与される在留期間は法務大臣が個々に指定する
期間（１年を超えない範囲）

特定技能1号



〈 分野、区分の概要 〉
旅館やホテルにおけるフロント、企画・広報、接客及びレスト

ランサービス等の宿泊サービスの提供業務

〈 従事する主な業務 〉
・フロント業務（チェックイン/アウト、周辺の観光地情報の案内、
ホテル発着ツアーの手配 等）
・企画・広報業務（キャンペーン・特別プランの立案、館内案内
チラシの作成、HP、SNS等による情報発信 等）
・接客業務（旅館やホテル内での案内、宿泊客からの問い合わ
せ対応 等）
・レストランサービス業務（注文への応対やサービス（配膳・片付
け）、料理の下ごしらえ・盛りつけ等の業務 等）

〈 想定される関連業務 〉
旅館やホテル内における販売、備品の点検・交換等

特定技能1号
宿泊分野



受入れ企業（特定技能所属機関）の条件

1. 対象
①旅館業法に規定する「旅館・ホテル営業」の許可を受けた者
②風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規
定する「施設」に該当しないこと
③特定技能外国人に対して風俗営業法に規定する「接待」を行
わせないこと

2. 特定技能所属機関は、国土交通省が設置する『宿泊分野
特定技能協議会』の構成員になること

3. 特定技能所属機関は、協議会に対し必要な協力を行うこと

4. 特定技能所属機関は、国土交通省又はその委託を受けた
者が行う調査又は指導に対し必要な協力を行うこと

5. 特定技能所属機関は、登録支援機関に１号特定技能外
国人支援計画の実施を委託するに当たっては、上記2、3及び4
の条件を全て満たす登録支援機関に委託すること

特定技能1号
宿泊分野



法務大臣が指定する本邦の公私の機関との雇用に
関する契約に基づいて行う特定産業分野であって、
法務大臣が指定するものに属する法務省令で定める
熟練した技能を要する業務に従事する活動。

特定技能2号



・特定産業分野に属する熟練した技能を要する業務に
従事する活動を行う

・特定技能１号より高度な技能試験に合格する必要が
あるほか、一定の実務経験が求められる

・所属機関または登録支援機関による支援の対象外

・配偶者と子の帯同可能
（「家族滞在」の在留資格を得る必要あり）

・在留期間の更新を受ければ上限なく滞在可能

・付与される在留期間は３年、１年又は６月

特定技能2号



〈 分野、区分の概要 〉
複数の従業員を指導しながら、旅館やホテルにおけるフロント、企画・

広報、接客、レストランサービス等の宿泊サービスの提供業務

〈 従事する主な業務 〉
複数の従業員を指導しながら、主に以下の業務に従事

・フロント業務（チェックイン/アウト、周辺の観光地情報の案内、ホテル発
着ツアーの手配 等）
・企画・広報業務（キャンペーン・特別プランの立案、旅館やホテル内案
内チラシの作成、HP、SNS等による情報発信 等）
・接客業務（旅館やホテル内での案内、宿泊客からの問い合わせ対応
等）
・レストランサービス業務（注文への応対やサービス（配膳・片付け）、
料理の下ごしらえ・盛りつけ等の業務 等）

〈 想定される関連業務 〉
旅館やホテル内における販売、備品の点検・交換等

特定技能2号
宿泊分野



宿泊分野特定技能２号評価試験の受験資格

1. 試験実施日当日において年齢が満17歳以上の外国人
（インドネシア国籍は18歳以上）

2. 試験日の前日までに、宿泊施設において複数の従業員
を指導しながら、フロント、企画・広報、接客、レストランサー
ビス等の業務に２年以上従事した実務経験を有する者

特定技能2号
宿泊分野



テーマ

5. まとめ
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日本で行う活動内容に応じた在留資格
【宿泊業】

技術・人文知識・
国際業務

外国語（母国語）を
用いたフロント業務

外国人観光客担当とし
てのホテル内の施設案
内業務等

特定活動
（46号）

翻訳業務を兼ねた外国
語によるホームページの
開設、更新作業等の
広報業務を行うもの

外国人客への通訳
（案内）を兼ねたベル
スタッフやドアマンとして
接客を行うもの（日本
人に対する接客も可）

技能実習

1号
利用客の送迎作業
滞在中の接客作業
会場の準備・整備作業
料飲提供作業
利用客の安全確保と衛
生管理
安全衛生業務

2号
上記＋チェックイン・チェッ
クアウトの作業

特定技能

1号 宿泊施設における
フロント、企画・広報、接
客、レストランサービス等
の宿泊サービスの提供に
従事する業務

2号 複数の従業員を
指導しながら、宿泊施設
におけるフロント、企画・
広報、接客、レストラン
サービス等の宿泊サービス
の提供に従事する業務

資格外活動

ベッドメイク
備品管理
清掃作業等の許可の
範囲内でのアルバイト
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気をつけて
いただきたいこと

不法就労（オーバーワークを含む）や偽装就職、偽装結婚などには
絶対に関わらない！
アドバイスしただけで罪になる場合もあります。
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＜入管法の罰則規定＞（入管法から抜粋）
第70条
次の各号のいずれかに該当する者は、３年以下の懲役若しくは３００万円以下の罰金に処し、又はその懲役若しくは
禁錮及び罰金を併科する。
二の二、偽りその他不正の手段により、上陸の許可等を受けて本邦に上陸し（中略）た者

第73条の２
次の各号のいずれかに該当する者は、３年以下の懲役若しくは３００万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
一、事業活動に関し、外国人に不法就労活動をさせた者
二、外国人に不法就労活動をさせるためにこれを自己の支配下に置いた者
三、業として、外国人に不法就労活動をさせる行為又は前号の行為に関しあっせんした者

第74条の6
営利の目的で第７０条第１項第１号若しくは第２号に規定する行為（以下「不法入国等」という。）
又は同項第２号の２に規定する行為の実行を容易にした者は、３年以下の懲役若しくは３００万円以下の
罰金に処し、又はこれを併科する。



ありがとうございました

出典：出入国在留管理庁HP
国土交通省HP


